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東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）における 

被災者救済対策について 

  
 ３月１１日の東日本大震災から、今日で、ちょうど一ヶ月が経ちました。想像を絶

する大津波の来襲で、死者が 13,013人、行方不明者が 14,608人、避難者は 151,115
人にも上ります。未だに全体像が分かっていない地域もあり、さらに被害が増大する

可能性があります。 
 被災した居住系高齢者施設も数多く、行き場を失った高齢者や認知症の人も大勢い

ることは間違いのないところであり、避難先で亡くなる高齢者や避難所に馴染めない

認知症の人も増えてきております。さらには、在宅でデイサービスやヘルパーを利用

して生活していた方も、自宅を流失したり事業所が被災したりして、十分なサービス

を受けられず生活に困窮している状態です。 
また、物資の不足やライフラインが寸断されている状況の中で、さらには、職員自

身が被災している中で、被災した高齢者を支援するために泊り込みでケアするなど、

職員自身が疲弊してきている現状です。 
被災地の職員はもちろんのこと、被災地を支援している周囲の人達も、今は、困っ

た人を助けたいとの一心で使命感に燃えながら無我夢中で活動していますが、この状

態が長く続く訳がありません。公的団体等の介護職員派遣や要援護者受入についても

十分に機能しているとは言えない状態です。また、復興には相当数の時間がかかるこ

とが予想され、中長期的な視点でのバックアップも必要です。 
現在の課題は、人、施設、物資のマッチングが上手く行っていないことです。手続

きが面倒だったり、被災地にボランティアが集まっても活動場所がなかったり、要ら

ない物資で溢れかえってはいるが必要な物資はこない等々があります。 
史上最大級の災害を支援するため、私達としても立ち上がらなければなりません。

指導者を含め様々な関係機関・福祉団体が協力して、オール･ジャパンで支援する体

制が必要です。私達の出来そうなことを認知症介護研究・研修３センターと供に検討

した結果、別紙の災害支援連携チームを設置し、被災者支援を行うことと致しました。 
 これまでも、世話人や指導者の方々から様々な支援やお見舞い、ご提案等を頂いて

はおりますが、全国認知症介護指導者ネットワークとして、３センターネットワーク

が連携し、被災者支援に取組んで参りたいと考えております。指導者だけでなく、ど

なたにでも仕える被災者救済システムを構築いたしましたので、ぜひ関係者・関係団

体にも周知し、ご活用いただきますようお願い申し上げます。 
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１．目的 東北地方太平洋沖地震及び大津波で被災された認知症の人や高齢者、

その家族、さらには認知症介護指導者・介護従事者・事業所の支援、

援助を行うことを目的とする 
２．１の目的を達成するため、災害支援連携チームに以下の対策本部を設置する 
 
（１）支援連携チーム総合対策本部 本部長 仙台ネット 佐々木薫 
   介護ボランティア対策本部  事務局 仙台センター 合川央志 

 田村みどり 菊池令 
z 総合対策会議の開催・支援連携チームや各団体との総合調整 
z 介護ボランティア希望者の情報収集・派遣リスト作成 
z 介護ボランティア受入施設の情報収集・受入施設リスト作成 
 
（２）被災者受入・広報対策本部  本部長 東京ネット 白仁田敏史 
        事務局 東京センター 中村考一 渡邉浩文 中口豪 
z ＤＣネット及びメーリングリストの作成・管理・広報 
z 被災者受入施設の情報収集・被災者受入施設リスト作成 
z 他施設入所希望被災者の情報収集・入所希望被災者リスト作成 
 
（３）義援金・支援物資対策本部  本部長 大府ネット 宮島渡 
           事務局 大府センター 中村裕子 花井真季 
z 被災した指導者・施設への義援金の受付･管理 
z 被災地必要物資と支援物資の情報収集・物資リストの作成 
z ＤＣネット及びメーリングリストでの物資収受確認 

 
３．協働団体     認知症介護研究・研修仙台センター 

      認知症介護研究・研修東京センター 
           認知症介護研究・研修大府センター 
４．連携団体 日本認知症ケア学会・日本認知症グループホーム協会 

全国社会福祉協議会・全国社会福祉施設経営者協議会 
（予定）全国老人福祉施設協議会・認知症の人と家族の会・日本社会福祉士会 
全国老人保健施設協会・全国グループホーム団体連合会・日本看護協会 
日本介護福祉士会・全国特定施設事業者協議会・全国介護事業者協議会 
日本介護支援専門員協会・全国地域包括・在宅介護支援センター協議会 


